
物価安定と完全雇用
一トレード・オフ曲線による理論的考察一＊

松　　水　　征　　夫

I　はじめに

　わが国の昭和30年代以降の経済成長過程を顧みるとき，明かるい面としては，高度成長

のもと高水準の雇用が維持されたこと，逆に暗い面としては，消費者物価の高騰をあげる

ことができる。本稿の目的は，こうした物価安定と完全雇用という国内均衡の二大政策貝

標間に存在するとみられるトレード・オフ関係を理論的に吟味し，かつトレード・オフ関

係を改善するための安定成長政策について考察することである。

　そのため，まずわれわれは，一般にトレード・オフ曲線として知られるようになった図

式の背後にある基本的関係をさぐり，この関係を基礎として，あらためてこの曲線を図的

に導出することを試みる。そしてこのような図解的分析に基づき，トレード・オフ曲線の

シフト要因を明らかにする。

n　トレード・オフ曲線の理論的考察

　第1図は，熊谷報告書に示されたわが国のトレード・オフ曲線であり，消費者物価指数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〕
の対前年上昇率主と完全失業率uとの関係を示している。物価安定と完全雇用の両立を

めざす安定成長の実現のためには，このトレード・オフ曲線を内側にツフトさせねばたら

たい。たぜならそのことは，低物価上昇率と低失業率の結びつきを可能にするからであ乱

そのシフト要因を検討するため，われわれは，トレード・オフ曲線を理論的に検討する必

要がある。トレード・オフ曲線の背後には，賃金上昇率と失業率との関係を表わしたフイ
　　　　（2）
リップス曲線と，物価・賃金関係式とが存在し，この両者からそれは導かれる。フィリヅ

‡　本稿の作成にあたり，宮沢健一，南亮進，田村泰夫，櫟本坊の各先生から貴重た例示唆

　をえた。ここに記して厚くお礼申しあげる。もとよりありうべき誤謬は，筆者のみの責任

　である。

（1）Cf．熊谷尚夫ほか『物価安定と所得政策』〔物価・賃金・所得・生産性研究委員会報告

書〕，経済企画協会，ユ968年ユ1月，p．50．

（2）　フィリップス曲線の議論は，A．W．Phillip目によって試みられたイギリスの実証分析

に端を発し（of．A．W．Philli鯛，“The　Relatio皿betw蜘Unemp1oyment　and　tbe　R晩。f
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第　1　図

ブス曲線は労働市場の関係を，物価・賃金関係式は生産物市場の関係を示すと考えられる

から，したがってこの両者から導かれるトレード・オフ曲線のシフト要因は，これら両市

場における諸要因の吟味を通じてあきらかとなろう．

　　　〔工I．1〕　フィリップス曲線の導出とツフト要因

　まずフィリップス曲線の導出からはじめよう。以下の議論は，基本的にR．αLipsey
　（3）
の方法に従っている。しかし，彼の議論には，若干の不明確な点があるので，これを補う

必要があろう。

Cha㎎e　of　Money　Wage　Rate昌i皿the　United　Ki㎎dom，1861－1957，”励㎝㎝古ω，Novem－

ber1958），それ以後，最近に至るまでその存否についての論争が，‡として励㎝舳畑

誌上において展開されている．この間の論争については，内田光穂「賃金調整関数1展望」

　（飯田経夫編『賃金と物価』，日本経済新聞社，ユ968年12月）が詳しい。日本におけるフイ

　リップス曲線の実証分析は，すでにいくつか報告され，その相関係数は，かなり高い。・し

たがって，われわれは，日本の場合においてはフィリップス曲線の存在を認めることがで

　きるといえよう．たとえば，渡辺経彦「賃金・物価の関係とその政策的意味」（熊谷・渡

辺編『日本の物価』，日本経済新聞社，1966年）；丁昌㎜ebiko　W乱t痂乱be、“Prioe　Cha㎎es

and　t11e　R邑te　of　Change　of　Money瓦乱rning昌iI1Jap乱11．1955－1962，”　Q伽γ加㍗；ψJb伽㍗皿α工

ψ刃。o柵伽伽，Febm趾y1966；小野地「わが国におけるフィリップスカーフの計測」（新

飯田・小野編『日本の産業組織』，岩波書店．1969年）．

（3）　R．αLi脾ey，“The　Relation　between　Unemp1oyme1ユt舳d　the　Rate．of　C11a皿g鵠。f

Mo鵬y　Wage　Rates．in　United　Ki㎎dom，1862－1957：A　Furtber　Am1ysi昌、”刃㎜om伽，

　Fei〕r1ユary　1960．
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　横軸に労働者数Lおよび失業者数Uを，縦軸に貨幣賃金率mをはかる第2図において，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
D，S曲線は，それぞれ労働の需要曲線，供給曲線を表わしている。摩擦的失業者数が貨

幣賃金率に関係なく常に一定量であると仮定し，これを第2図の垂直た直線U。で示す。

曲線S’は，各貨幣賃金率に応じる労働供給量Sと摩擦的失業者数Ulとの和を表わす。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〕
非自発的失業者数をUFS－D＞OなるU・によって定義することにしよう。S≦Dなる

場合には，U1＝Oである。

　つぎに自発的失業者数を示す曲線U・を求めよう。もとより労働力人口数Lは，各貨幣

賃金におけるmin［D，S］で示される雇用者数と各種失業者数U・，U・，Ulとの和である。

雇用者数とU・，U・との和は，曲線S’に等しいから，求める自発的失業者数U1は，直

線Lと曲線S’との水平的差に等しい。すたわち，第2図の曲線U宝で示される．労働供

給曲線Sが単調増加関数ならば，自発的失業曲線U，は，逆に単調減少関数となる。

　さて，つぎのような線形の賃金調整関数を想定することにしよう。

　　　　　　　カ　　D－S
　　（1）　　一＝α　　十b　α，b＞0
　　　　　　　ω　　　L

ここにαは，賃金の調整速度を示す正のパラメーターで，したがって右辺の第一項日は，

労働の超過需要が正および魚とたるのに応じて，貨幣賃金率が上昇および下落することを

　　（4）　S曲線は，企業者にとって実際に利用可能た労働供給量のみを示している。通常は，

　　　こうしたSに摩擦的失業者数をも加えたものが労働供給曲線として描かれる。しかしわれ

　　われは，以下で失業率の概念を明示するために，あえて労働供給曲線としてSを採用した。

　　（5）非自発的失業は．S’一Dで表わされ，したがって摩擦的失業をも含むのが一般的であ

　　　るが、われわれは両名を明確に区別するために，かくのごとく定義した。
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表わす。ろは，労働組合の力の指標を示す正のパラメーターであり，たとえ労働の需給が

バランスしていたとしても，賃金が上昇することを示している。Lipseyの場合にはる＝O

であるが，b＞0とすることによって，労働組合の賃金への影響力を考慮しうる。この関

係を図示したのが第3図の直線WWでおる。

　つぎに労働市場の需給状態と失業率仙との関係を考察しよう。失業率砒を次式で定義

する。

　　　　　　　　Ul　U望　U。
　　（2〕　　　砒三　　十　　十
　　　　　　　　L　　L　　L

また，定義により，

　　（3）　　　　U1＝一（D－S）

　　（4〕　　　　U。＝U空（ω）

である。ここに〃は，（1）式の両辺を時間‘で積分した，

　　｛。〕　。一肌色←∫学舳）

で与えられる。ただし，伽は初期における賃金率である。したがりて，

1・〕H［伽停叫一皿（D…S）

またUヨは一定であるから，12〕，13〕および㈹より次式を得る。

1・〕　作D≡S巾（D…S）・廿一∫（D言S）

上式において，U・が単調関数であると仮定しているから，∫も単調関数となる。したが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D－S
って∫の逆関数が存在し，労働の超過需要比率　　　と失業率刎との間に，次の関係式が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L

　32



物価安定と完全雇用

U－5 I　し
L

I

I

I

I

I

I

I

I 一

I

ム十ム十虫＝。LLL

I

I

I

I
u

0 ■o’一
、

1

45o
＼

1
、

I

I

＼
G

、

I

I

I

＼
I 、

I

一’

＼、

U3

一L．
仏．＼↓
一f一 I．

D－S　　　　G

L　　　　L

第　4　図

存在する。

　　　　　　　D－S　　18〕　　　　　！∫■lf伽）＝F（砒）
　　　　　　　　L
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　U、
　この関係を第4図に図示する。その導出に，（7）式を援用する。」は，定義により縦軸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　U旦
の正の部分と，原点を通る右下がりの45。線で示される．一は，一定であり，縦軸に平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
　　　　　　　　U呈　　Uヨ
行た点線である。一一は，一と横軸との交点O’を原点とする右下がりの破線で示される。
　　　　　　　　L　　　L
　　　　　　　　　　　　　　　U，　U呈　U．
17）より，失業率批は，各種失業率一，一，一の和であるから，批は，第4図における
　　　　　　　　　　　　　　　L　　L　　L

実線で示される曲線GGで表わされることにたろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D－S
　第4図に対応するし1pseyの図においては，縦軸に　　’をはかっている。そしてLlp－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S
　　　　　　　　　　　　D－Sseyは，D＜Sたる場合にはτ一は失業率uを示すとしている。しかし，われわれが第2

　　　　　　　　　　　　D－S
図で明らかにしたように，　　　の表現では，失業率を的確にとらえることはできない。
　　　　　　　　　　　　S
　　　D－S　　　　　　　　　　　　　　　　Ul　U，　U。
縦軸に’秩Dを採用するたらば・各種失業率i一・1＝’・丁の総和として失業率肌を図示

しうるといラ長所がある。それゆえ，われわれは，第4図を採用することにする。

　第3図と第4図から第5図のフィリップス曲線を導出することができる。第3図は，旦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m　D－S　　　　　　　　　　　　　D－S
と　　　との関係を示し，第4図は，　　　と批との関係を表わしている。したがって，
　　L　　　　　　　　　　　　　　　　L
　　　　　　　　　　　　　　　沁
第5図のように面図を接続すれば，一と例との関係を表わすフィリップス曲線HHが作図
　　　　　　　　　　　　　　　ω

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33
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第　5　回

されることにたろう。数式で示せば，このフィリップス曲線は，（1〕，18〕よりつぎのように
　　　　（6）
定式化しうる。

　　　　　　　あ　　D－S
　　19〕　　一＝α　　十b＝αF（刎）十凸
　　　　　　　ω　　　L

　さてフィリップス曲線のシフト要因を検討しておこう。（9）式より，フィリップス曲線の

シフト要因は，パラメーターα，ろおよび関数形Fである。これら変化のフィリップス曲

線に及ぼす影響は，第5図から明らかであろう。賃金調整速度を示すパラメーターαの増

加は，第6－A図の点線H’H’に示されているようにフィリップス曲線HHの勾配を急

にし，逆にαρ減少は，これを緩やかにする。また労働組合の力の指標であるパラメー

ターろの増加は，第6－A図の破線H”H”のようにフィリップス曲線を上方にシフトさ

せ，その減少は下方にシフトさせる。関数形Fを示す曲線GGが原点の方向にツフトす

（6）われわれは，賃金調整関数としてω式を採用する。しかし（9〕式を，したがってフィリ

　ヅプス曲線そのものを賃金調整関数と考えることもできる。・しかしフィリップス曲線にも

　どつく賃金分析は，失業率の決定を別個に説明しないかぎり，賃金変動の十分な説明とは

なりえない。Cf南亮進「労働需給と賃金決定」〔資本蓄積研究資料（57）〕，統計研究会，

1969年6月。
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るならば，フィリップス曲線は下方のH’”H”’にシフトする。GGの原点方向へのシフト

　　　　　　　　U呈　　　　　　　　　　　Uヨ
は，自発的失業率一あるいは摩擦的失業率一の減少にもとづいていることはいうまでも
　　　　　　　　L　　　　　　　　　　　　L

たい。逆に曲線GGが下方にシフトすれば，フィリップス曲線は上方にシフトする。

　もとよりパラメーターαおよびろの増減は，全領域において一様であるとは限らないで

あろう。第6－B図に示すように，αおよびろの増加が点Eの左上方において生じ，αお

よびろの減少がEの右下方において現われ，直線WWが点線W’W’に変化することも

あろう。これは，賃金の上昇率が，上方に伸縮的であり，下方に硬直的である状態を意味

する。このときフィリップス曲線は，H’H’に変化することにたろう。

　　　〔n．2〕　トレード・オフ曲線の導出とシフト要因

　さて前節において導出した労働市場におけるフィリップス曲線を，生産物市場における

物価・賃金関係式に結合しよう。そのときトレード・オフ曲線が導出できるが，このこと

から，そのシフト要因の検討にたち入ることが可能となる。

　生産物市場における物価・賃金関係式を，簡単に，

　　　　　　　走　沁
　　（1O〕　　　　一三価一十β　　α，β＞0
　　　　　　　P　　ω
　　　　　　　　　　　　　　　企
と表わすことにしよう。ここに，一は，一般物価水準の上昇率を示し，またαは，oost－
　　　　　　　　　　　　　　　P　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企
p㎜h圧力を，βは，pro砒一pu曲圧力を示すパラメーターとする。一と批との関係を表わ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔7〕
すトレード・オフ曲線は，（9〕，llO〕より次式に定式化される。

　　　　　　　P　　必
　　㈹　　　　　一＝α一十β＝α［αF（m）十ろ］十β＝ααF（批）十αb＋β

　　　　　　　P　　m
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　妨
　トレード：オフ曲線は・第7図に示したように・万と肌との関係を示すフィリップス曲

　　　　　P　心
線HHと，百と方との関係を示す物価・賃金関係式VVとを結合して導かれる・

　もとよりトレード・オフ曲線をシフトさせる要因は，フィリップス曲線のシフト要因と

生産物市場の物価・賃金関係式におけるパラメーターである。

　まずフィリップス曲線の変化がトレード・オフ曲線に及ぼす影響について検討しよう。

あきらかにトレード・オフ曲線の変化の方向は，フィリップス曲線の変化の方向と完全に

一致する。すたわち，トレード・オフ曲線は，フィリップス曲線が，上方，下方にシフト

すれば，同様に上方，下方にシフトし，フィリップス曲線が急勾配，緩勾配とたれば，ト

レード・オフ曲線もまた急勾配，緩勾配となる。

　つぎに物価・賃金関係式のトレード・オフ曲線に与える効果を考察しよラ。物価・賃金

　（7）　このようた単純化に対する批判は，小尾恵一郎「所得政策の理論的基盤」，『経済セミナ

　一』，日本評論杜，1968年11月号を参照されたい。こうした批判にこたえるため，後にわ

　れわれは，生産物市場の価格形成メカニズムを明示的にとりいれ，フル・コスト原貝凹によ

　る物価・賃金・生産性関係式で吟味する。
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関係式のパラメーターは，oost－pu昌h圧力を示すαと，pro飾pu8h圧力を示すβである。

αの増，減は，第7図の直線VVの勾配を急，緩にし，βの増，減は，これを上方，下

方にツフトさせる。

　さきのフィリップス曲線におけるパラメーターと同様に，α，βの変化の方向は，全領域

において一様でないこともあろう。たとえば，第8図の点Kの左上方と右下方において，

α，βの変化が異なり，物価・賃金関係式Wが折線V’V’に変化することもあろう。こ

の場合，点Kの左上方では，oost－pu目h圧力αが増加し，pm砒一p咽h圧力βが減少して

いるのに対し，Kの右下方ではαが減少し，βが増加している．したがって点Kにおい

て，物価騰貴率は，賃金騰貴率に関し，上方に伸縮的どたり，下方に硬直的にたる。その

トレード・オフ曲線に及ぼす効果は，曲線TTのT’T’への変化として現われることは明

らかである。

　ところで物価・賃金関係式110〕は，生産物市場における価格形成メカニズムとしてはおま

りにも単純すぎる。それは，近時よく指摘されるところの寡占価格・管理価格形成という

重大た要因を看過せしめる傾向をはらむであろう。それゆえ，価格形成メカニズムを明示

的に示すフル・コスト原則の場合を考察する必要があろう。

　フル・コスト原則によれば，生産物価格Pは，次式で与えられる。

　　O。〕　P＝（1＋伽）且二（1＋伽）旦

　　　　　　　　　　　　O　　　　　ψ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕
ここに，伽はマーク・アップ比率をあらわす行動パラメーターであり，また刎，N，O，μ

は，それぞれ，貨幣賃金率，雇用量，産出量，労働の平均生産性である。γ三1＋物とすれ

ば，価格の上昇率は，次式で示される。

　　　　　　　P　γ　沁　ク
　　o3）　　　　一＝一十一一一
　　　　　　　P　γ　ω　〃

上式は，マーク・アップ比率肌を一定とすれば，第9図の直線CCで表わされる。生

産性の上昇率は，CCと横軸との交点で示されるから，その増加は，直線CCの下方への

シフトを，その減少は，上方へのシフトを意味する。そのトレード・オフ曲線に与える効

果は，CCへの効果と全く同様である。すなわち，生産性の増，減は，トレード・オフ曲

線TTを下方，上方にシフトさせる。

　つぎに，マーク・アップ比率における増減の効果を考察しよう。式。ヨ〕から明らかたよう

に，マーク・アップ比率の増加は，直線CCを上方のC’C’に，したがってトレード・オ

フ曲線を上方のT’T’にシフトさせる。逆にマーク・アップ比率の減少は，CC直線拓よ

びトレード・オフ曲線を下方にシフトさせる。

　第9図では，生産性上昇率がマーク・アップ比率の増加率より大きい場合が描かれてい

　（8）Cf・宮沢健一r経済数学一経済分析と数学論理一』．評論杜，1964年，pp・56－6a
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第　9　図

　　　　　　　　　　曲る。そのため直線C’C’は一軸の正の部分を横切る。しかしマーク・アップ比率の増加率
　　　　　　　　　　ω　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カが生産性上昇率を上回る場合には，直線C’C’は一軸の負の部分を横切り，トレード・オ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
フ曲線はT’T’よりさらに上方にシフトすることになろう。

　われわれは，トレード・オフ曲線を変化させる各種の要因を考察し，その増減の効果を

分析してきた，これらの結果を次の表に要約して宋くのが便利であろう。

　　　　　　　　トレード・オフ曲線のシフト要因とその変動効果

フィリップス曲線 物価・賃金・生産性関係式
＼シフト要因　＼．トレー＼＼ド・オフ　＼．．　　　　㌔曲線への効果＼

a b F 皿 β 生産性
繽ｸ率

マーク・ア
bプ比率

増 減 増 減 内 外 増 減 増 減 増 減 増 減

上方へのシフト O O O ○ O
下方へのシフト ○ O ○ O O

急　　勾　　配 ○ ○

一’緩　勾　　配 O O
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皿　安定成長政策について

　われわれは，物価安定と完全雇用という国内均衡の二大政策目標が両立しがたいという

ことを認めた上で．そこにトレード・オフ関係の存在を確認した。安定成長という立場か

らは，あくまで物価安定と完全雇用が両立することが望まれる。そこで，トレード・オフ

関係を改善する，つまりトレード・オフ曲線を内側にシフトさせる政策が必要とたってく

る。いままでわれわれが議論してきたトレード・オフ曲線のシフト要因を考慮して，トレ

ード・オフ曲線を内側にシフトさせる政策を整理してみよう．

　まず失業率をへらすための政策としては，「有効需要調整政策」，「労働流動化政策」が

あげられる。財政金融政策による有効需要調整政策は，短期的にトレード・オフ曲線上に

沿って失業率を減らすことはできるが，トレード・オフ曲線をシフトさせることはできな

い。しかし後者の労働流動化政策を適用すれば，労働のmobi1ityが増し，摩擦的失業が

減少する。したがって，フィリップス曲線を内側にシフトさせ，その結果，トレード・オ

フ曲線をも内側にツフトさせることができる。

　つぎに物価安定のための政策を考察しよう。まず生産物市場に賦する「産業組織政策（ま

たは独占禁止政策）」および「価格ガイド政策」が考えられる。前者は，経済的非効率性の

原因になっているさまざまな競争制限の壁を取払ったり，管理価格・独占価格形成の傾向

をおさえることによって，トレード・オフ曲線が外側にシフトすることをくいとめようと

するものである。後者は，労働の生産性向上を，価格上昇率の引下げの方向に寄与させる

ように誘導することによって，トレード・オフ曲線を内側にツフトさせようとするもので

ある。また労働市場に対する「賃金ガイド政策」は，労働組合の賃金上昇圧力をおさえる

ことによって，フィリップス曲線が，したがってトレード・オフ曲線が外側にシフトする

のをくいとめようとするものである。最後にのべた二つの政策，すなわち「価格ガイド政

策」とr賃金ガイド政策」は，「所得政策」とよばれ，われわれの場合，Ol〕式のα，b，α，β，

を変えることによって物価安定をめざす政策と考えられる。その他，物価安定のためには，

後進的低生産性部門の生産性向上をはかり，先進的高生産性部門との生産性上昇率の格差

を是正する「産業構造改善政策」も必要であろう。

　経済成長，高水準の雇用の維持，物価安定というようた重要な政策目標が，従来からの

正統的た政策手段のみによっては達成しがたいとすれば，新たに所得政策の導入も必要と

たってくるであろう。しかし，所得政策は，あくまで伝統的な正統的政策の補完的手段と

考えられるべきである。いずれにしても，われわれの分析から明らかたように，以上の諸

政策の適当た組合わせによって，トレード・オフ曲線の内側へのシフトが可能になろう．

もっとも，そのシフトがどの程度のものカ㍉またシフト要因の力がどれほど強力がについ
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では，各々の要因のそれぞれについて，別途に検討さるべき問題である。

1V　む　す　び

　われわれは．本稿において，フィリップス曲線，トレード・オフ曲線を理論的に導出す

ることを試み，これら曲線のシフト要因を明らかにした。日本経済の現実を直視するとき．

われわれは，トレード・オフ曲線を望ましくない方向にツフトさせる要因が多数存在して

いることに気付く。したがって，適切な政策運用が望まれる。物価安定と完全雇用の両立

をめざす安定成長を実現するためには，従来からの正統的な政策手段に加えて，補完的手

段としての所得政策の必要性を強調したい。と同時に，各々のシフト要因の効果の程度に

ついて，その立ち入った吟味が必要なことを．あわせて指摘しておきたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1969．9．10）
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